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各大学の学内での取組
（①内部質保証）

我が国の大学の質保証のイメージ図
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文
科
大
臣
認
可

②認証評価（第三者評価）

文科大臣が認証した評価機

関が実施（７年以内に１回）

※令和２年度から大学評価基準に適合し

ているか否かを認定することを義務化

自己改善 自己点検・評価

４
年
制
大
学
の

場
合
は
４
年
間

【設置認可審査等による入口における質保証】

（大学の設置申請から完成年度までの質保証）

【認証評価や情報公表等による恒常的な質保証】

認可後のフォロー

設置計画の履行を

チェック

③社会への情報公表

完
成
年
度※

教育課程、教員数・教員資格、校地・校舎面積などの最低基準を定める（教育研究水準を確保）

大
学
新
設

大学設置・学校法人審議会に

よるピア・レビュー

大学設置基準

結
果
の
公
表教育研究活動

設置認可審査 設置計画履行

状況等調査
「不適合」の

大学に対して

文科大臣が報

告又は資料の

要求

1※注：「完成年度」は、新設大学等に最初に入学した学生が卒業する年度のことを指す。

事前規制型であった大学の質保証

システムを見直し、認可事項の縮減や

届出制の導入など

平成15年から設置認可を弾力化



認証評価制度の概要
【学校教育法第109条】
① 大学は、教育研究等の状況について自己点検・評価を行い公表する義務
② 大学は、大臣認証を受けた第三者機関（認証評価機関）による評価（認証評価）を受ける義務
※大学の自主性・自律性を尊重する観点から国の関与は謙抑的なものとする制度設計（評価機関の認証・取消、大学評価基準の大枠設定が基本）

文部科学大臣

（※）大学評価基準の大枠（細目省令）
 法令適合性
 特色ある教育研究の進展に資する項目
 ①教育研究上の基本組織、②教員組織、③教育課程、④施設及び設備、⑤事務組織、⑥三つの方針（卒業認定・学位授与方針、教育課程編
成・実施方針、入学者受入れ方針）、⑦教育研究活動等の状況に係る情報の公表、⑧内部質保証（重点的に評価）、⑨財務、⑩その他

近年の主な改善事項
～H30.4施行～
 大学評価基準の大枠を改善（三つの方針、内
部質保証を評価対象として追加）

 認証評価機関に設置履行状況等調査（AC）
との連携及びステークホルダーへの意見聴取を義
務づけ

 認証評価機関に自己点検・評価・結果公表の
義務づけ

～R2.4施行～
 認証評価機関に「適合しているか否か」の認定を
義務化

 大臣は「不適合」大学に対して報告等を要求
 認証評価機関は、「不適合」と認定した大学を
追評価する努力義務

適合又は不適合
＋

優れた点や改善すべき点

㈠大学の自己点検・評価の分析
㈡実地調査
㈢ステークホルダーへの意見聴取

社
会
メディア

平成16年度からスタート
現在、機関別認証評価は、第3サイクル目

認証評価の受審
（大学が機関を選択）

1

評価結果の通知
2

評価結果
の公表

2

社会的評価
3

評価結果
の 報告

2

報告又は資料の
要求（R2.4施行）

3

報告又は資料の提
出（R2.4施行）

４

法令違反等の場合は
段階的対応（勧告・変
更命令・廃止命令）（学校
教育法第15条）

5

認証評価機関
国が定める大枠（※）に基づき自ら大学評価基準を定める

評価の種類
 機関別評価：大学の教育研究・組織運営等の
総合的な状況に関する評価(7年以内ごと)

 分野別評価：専門職大学院等の教育課程・
教員組織等に関する評価(5年以内ごと)

不適合の大学

NG NGOKOK OK OK

大
学

評価結果を踏まえて自ら改善を図る
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認証評価の実施状況

実施年度 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 R2 R3 合計

実施校数（※１） 34 83 136 205 177 232 270 57 97 149 220 210 228 204 56 106 152 227 2,843

評価結果
適 合 32 83 135 200 167 224 242 54 93 144 217 200 219 194 53 105 149 225 2,736
保 留 2 0 1 5 10 8 25 3 2 2 1 9 6 5 3 0 0 0 82
不適合 0 0 0 0 0 0 3 0 1 3 2 1 3 5 0 1 2 2 23

再（追）評価
（※２）

適 合 0 0 0 1 0 1 8 11 6 10 4 4 4 5 5 3 ９ 1 72
不適合 0 0 0 1 1 0 0 0 2 4 0 0 1 0 1 2 １ 1 14

廃止した大学のうち、直近の
認証評価結果が不適合の大学数 － － － － － － － － － 1 － 1 － － － － － 1 3

実施年度 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 R2 R3 合計

実施校数 0 0 2 22 44 7 0 3 20 37 7 1 2 13 23 1 1 2 185

評価結果
適 合 0 0 2 17 27 5 0 3 19 30 4 1 2 10 20 1 1 2 144
保 留 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
不適合 0 0 0 5 17 2 0 0 1 7 3 0 0 3 3 0 0 0 41

再（追）評価
（※３）

適 合 0 0 0 0 3 6 8 2 0 0 3 4 0 0 0 1 1 0 28
不適合 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 2 0 0 0 1 0 0 4

学生募集を停止した法科大学院のうち、
直近の認証評価結果が不適合の大学数 － － － － 3 － － － 1 3 3 － － 1 2 － － － 13

実施年度 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 R2 R3 合計
実施専攻数 0 0 0 0 20 14 22 15 15 33 17 28 11 17 37 25 27 22 302

評価結果
適 合 0 0 0 0 19 13 21 15 11 33 16 26 11 17 36 24 27 22 291
保 留 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
不適合 0 0 0 0 1 1 1 0 1 0 2 2 0 0 1 1 0 0 10

再（追）評価
（※４）

適 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 2
不適合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 3 0 0 0 0 0 4

学生募集を停止した専門職大学院のう
ち、

直近の認証評価結果が不適合の大学数
－ － － － － － － － － － － － 1 1 － － 1 － 3

機関別認証評価実施数（大学・短期大学・高等専門学校）

法科大学院認証評価実施数

分野別認証評価実施数（法科大学院を除く。）

（※１）H24年度において、認証評価結果の取消があることから、実施校数と評価結果の合計数が異なる。
（※２）再（追）評価については、過年度に保留又は不適合の評価結果を受けた大学その他改善が必要とされる事項を指摘された大学のうち、再度の評価を希望する大学が受審している。

第３サイクル第２サイクル第１サイクル

第４サイクル第３サイクル第２サイクル第１サイクル

第４サイクル第３サイクル第２サイクル第１サイクル

（※３）再（追）評価については、過年度に保留又は不適合の評価結果を受けた大学その他改善が必要とされる事項を指摘された大学のうち、再度の評価を希望する大学が受審している。

（※４）再（追）評価については、過年度に保留又は不適合の評価結果を受けた大学その他改善が必要とされる事項を指摘された大学のうち、再度の評価を希望する大学が受審している。 3



認証評価の結果を踏まえた対応

【認証評価結果を踏まえた対応の現状】

● 大学教育再生戦略推進費における「申請資格」
⇒ 平成27年度から、「不適合」の判定を受けていないことを各事業共通の申請資格としている。

参考：「認証評価制度の充実に向けて（審議まとめ）」（平成28年３月18日）より抜粋

大学の優れた取組を重点的に支援する補助金（「大学教育再生戦略推進費」等）について、優れた取組を行う大学の基礎的要件として必要な大学
の教育研究活動の質が担保されているべきであることから、認証評価において「不適合」の判定を受けていないことを事業の申請要件とするなどの
活用について、今後検討していくことが期待される。

● 国立大学法人の中期目標期間における業務の実績に関する評価
⇒ 国立大学法人評価委員会が、国立大学法人に係る教育研究評価を（独）大学改革支援・学位授与機構に要請するに当たっては、認証

評価の結果を踏まえて実施するよう要請することとされている。【国立大学法人法第31条の３第２項】

● 公立大学法人に関する地方独立行政法人評価
⇒ 中期目標期間終了時評価等において、認証評価機関の教育及び研究の状況についての評価を踏まえることとされている。【地方独立

行政法人法第79 条】

● 学校法人の事業計画並びに事業に関する中期的な計画の作成
⇒ 文部科学大臣が所轄庁である学校法人は、事業計画及び中期的な計画を作成するに当たっては、認証評価の結果を踏まえて作成し

なければならないとされている。【私立学校法第45 条の２第３項】

（参考）

認証評価は大学の教育研究水準の向上に資するよう、複数の認証評価機関が自ら定める大学評価基準に従ってそれぞれ実施するものであるため、基盤的
経費への配分に関しては直ちにその結果を活用する仕組みとすることは難しい。

参考：平成31年4月3日 衆・文部科学委員会議事録より（政府参考人答弁抜粋）

認証評価につきましては、その結果について行政処分又は直接的な資源配分に結びつける仕組みとはなっていない。それは、認証評価というのは、文部科学省
令に規定している大枠を踏まえた上で各認証評価機関が独自に定める評価基準で行っておりますので、その認証評価の結果を国立大学運営費交付金や私学助
成の配分に直接活用することは困難であるということでございます。
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国立大学法人評価について
国立大学法人評価の仕組み

【制度の概要】

教育研究の状況について、
専門的な観点から評価。各分野
の専門家によるピアレビューを
含め、教育研究に係る中期目標
の達成度及び学部・研究科等の
教育研究の水準について評価

○ 法律で設置される国立大学法人について、大学の教育研究の特性や自主性に配慮しつつ、必要最低限の国の関与として、６年間の中期目標・
計画の設定や事後的な評価等を制度化。

○ 国立大学法人評価の目的は、「国立大学法人の継続的な質的向上」と「社会への説明責任の遂行」。
○ 国立大学法人評価は、各法人の意見を尊重して文部科学大臣が定めた法人ごとの中期目標について、その達成状況を評価するもの

（したがって、法人間を相対的に比較するものではない）。
○ 「国立大学法人評価委員会」が、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の業務運営の実績について、４年目終了時及び６年目終了時に実施

する中期目標期間評価を実施。
○ 教育研究の状況について、年度評価では全体的な状況を確認するのみとし、中期目標期間評価では専門的な観点から評価を実施するため、独

立行政法人大学改革支援・学位授与機構に評価を要請し、その結果を尊重。

◆各国立大学法人 ・自己点検・評価 ◆国立大学法人評価委員会 ・業務運営・財務内容等の状況の評価
・産業界、マスコミ、大学関係、会計関係など、様々な委員により構成

◆大学改革支援・学位授与機構 ・教育研究状況の評価

【４年目終了時の評価のみ】

◆独立行政法人評価制度委員会（総務省） ・評価機能の二次評価

【評価の流れ】

国立大学法人法第３１条の２及び第３１条の３国立大学法人評価委員会
（中期目標の期間における業務の実績等に関する評価等）

第３１条の２ 国立大学法人等は、次の各号に掲げる事業年度の区分に応じ当該各号に定める事項について、評価委員会の
評価を受けなければならない。
一 中期目標の期間の最後の事業年度の前々事業年度

中期目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間における業務の実績
二 中期目標の期間の最後の事業年度

中期目標の期間における業務の実績
２～３（略）

第３１条の３ 評価委員会による前条第一項の評価は、文部科学省令で定めるところにより、同項各号に定める事項につい
て総合的な評定を付して、行わなければならない。この場合において、評価委員会は、独立行政法人大学改革支援・学位
授与機構に対し独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法（平成十五年法律第百十四号）第十六条第二項の規定による
評価の実施を要請し、当該評価の結果を尊重して前条第一項の評価を行わなければならない。

２ 前項の規定により国立大学法人に係る独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第十六条第二項の規定による評価の
実施を要請するに当たっては、当該国立大学法人が設置する国立大学に係る学校教育法第百九条第二項に規定する認証評
価の結果を踏まえて当該評価を実施するよう要請するものとする。

３～５（略）

委 員 長 ： 大橋 徹二
（株式会社小松製作所 代表取締役会長）

委員の人数 ： 正委員２０名以内
（第１０期正委員２０名）

※必要に応じ、臨時委員、専門委員も可
構 成 ： 国立大学法人と大学共同利用機関法人を、

それぞれ担当する分科会を設置。
必要に応じ部会を設置。

＊評価結果に対する法人からの意見申立て制度を整備
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設立団体は法律の運用に当たって、大学の教育研究の特性に常に配慮

○中期目標・
中期計画案に
ついて意見

設立団体
設立団体に置かれた

地方独立行政法人評価委員会 認証評価機関
（いわゆるピア・レビュー機関）

公立大学法人

○法人に総合評価結果を通知・公表
○必要があれば業務運営の改善等の勧告を行う

○教育研究
評価結果を
踏まえる

○中期目標の
意見を提出

○教育研究面を
専門的に評価

○中期計画を認可（認可後に公表）

○中期計画を
作成

○年度計画を
届出・公表

○経営面も含め中期期間の業績を総合評価
（年度評価も）

○中期目標を提示・公表

評価の結果の活用

①各大学自身の改善の指針
②次期中期目標・計画への反映
③運営費交付金の算定への反映

○業務継続の
必要性等について意見

・中期目標の期間は6年間
・設立団体は法人の意見に配慮
・中期目標の記載事項：

①大学の基本的な目標
②教育研究の質の向上
③業務運営の改善・効率化
④財務内容の改善
⑤自己評価・情報発信
⑥その他の重要事項

公立大学法人の中期目標・計画、法人評価に係る機関の関係
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学校法人について
学校法人の評価と情報公開

○ 学校法人はその建学の精神に基づき、個性豊かな活動を実施。国及び地方公共団体は、そ
の自主性を重んじ、公共性を高めることによって私立学校の健全な発達を図る。

○ 学校法人は、法律により作成が義務付けられた事業報告書や収支計算書等を理事会で決議
し、評議員会に報告を行うなど、法人内部での自己評価が基本。作成された事業報告書等
については閲覧に供することとされ、大臣所轄学校法人では、インターネットによる公表
が義務。

○ 外部からの評価の機会としては、例えば、以下のものが存在。
・新たに大学を設置した法人については、開設年度に入学した学生が卒業する年度までの

間、書面調査が行われ、必要に応じて面接調査や実地調査も実施。
・大臣所轄学校法人においては、事業計画及び中期的な計画を作成するにあたって、認証

評価の結果を踏まえて作成。

私立学校法（抄）
（予算及び事業計画並びに事業に関する中期的な計画）

第４５条の２ 学校法人は、毎会計年度、予算及び事業計画を作成しなければならない。
２ 文部科学大臣が所轄庁である学校法人は、事業に関する中期的な計画を作成しなければならない。
３ 文部科学大臣が所轄庁である学校法人は、第一項の事業計画及び前項の事業に関する中期的な計画を作成するに当たつ

ては、学校教育法第百九条第二項（同法第百二十三条において準用する場合を含む。）に規定する認証評価の結果を踏
まえて作成しなければならない。

（評議員会に対する決算等の報告）
第４６条 理事長は、毎会計年度終了後二月以内に、決算及び事業の実績を評議員会に報告し、その意見を求めなければならない。

（財産目録等の備付け及び閲覧）
第４７条 学校法人は、毎会計年度終了後二月以内に、文部科学省令で定めるところにより、財産目録、貸借対照表、収支計

算書、事業報告書及び役員等名簿（理事、監事及び評議員の氏名及び住所を記載した名簿をいう。次項及び第三項におい
て同じ。）を作成しなければならない。

２ 学校法人は、前項の書類、第三十七条第三項第四号の監査報告書及び役員に対する報酬等の支給の基準（以下「財産目録
等」という。）を、作成の日から五年間、各事務所に備えて置き、請求があつた場合（都道府県知事が所轄庁である学校
法人の財産目録等（役員等名簿を除く。）にあつては、当該学校法人の設置する私立学校に在学する者その他の利害関係
人から請求があつた場合に限る。）には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧に供しなければならない。

３ （略）

【学校法人の基礎構造】

理事会

監事 評議員会

学校法人の最終的な意思決定機関。
学校法人の業務を決し、理事の職務の遂行を監督。
理事で組織される（学校法人には5人以上の理事を置かな
ければならない）。議長は理事長。

学校法人の業務、財務状況
等を監査。
学校法人には2人以上の監
事を置かなければならない。

予算、事業計画、寄附行為
の変更等について、理事長
があらかじめ諮問。
評議員は理事の定数の2倍を
超える数。

監
査 （理事長が）

選任
※評議員
の同意が
必要

意
見

諮
問

私立学校

私立学校の校長（学長、園長を含む。）は理事となる。（私立学
校を複数設置している場合は、そのうち1人以上を理事とすること
ができる。）

設置・運営

所
轄
庁
※

※所轄庁の区分
〈学校法人〉

○大学・高等専門学校を設置する学校法人：文部科学大臣
○大学・高等専門学校以外の学校（幼、小、中、高等）のみを

設置する学校法人：都道府県知事
〈学校〉

○大学・高等専門学校：文部科学大臣
○大学・高等専門学校以外の学校（幼、小、中、高等）：

都道府県知事

学校法人の
設立認可

私立学校の
設立認可

学校法人
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【学校教育法施行規則】
第百七十二条の二 大学は、次に掲げる教育研究活動等の状況についての情報を公表するものとする。

一 大学の教育研究上の目的及び第百六十五条の二第一項の規定により定める方針に関すること（※後段は３つのポリシー策定義務化に伴う追加（平成28年））
二 教育研究上の基本組織に関すること
三 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること
四 入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること
五 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画（大学設置基準第十九条の二第一項（大学院設置基準第十五条において読み替えて準用する

場合を含む。）、専門職大学設置基準第十一条の二第一項、専門職大学院設置基準第六条の三第一項、短期大学設置基準第五条の二第一項及び専門
職短期大学設置基準第八条の二第一項の規定により当該大学が自ら開設したものとみなす授業科目（次号において「連携開設科目」という。）に係るものを
含む。）に関すること

六 学修の成果に係る評価（連携開設科目に係るものを含む。）及び卒業又は修了の認定に当たつての基準に関すること
七 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること
八 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること
九 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること

２ 専門職大学等及び専門職大学院を置く大学は、前項各号に掲げる事項のほか、学校教育法第八十三条の二第二項、第九十九条第三項及び第百八条第五
項の規定による専門性が求められる職業に就いている者、当該職業に関連する事業を行う者その他の関係者との協力の状況についての情報を公表するものと
する。（※専門職大学設置基準の制定に伴う追加（平成29年））
３ 大学院（専門職大学院を除く。）を置く大学は、第一項各号に掲げる事項のほか、大学院設置基準第十四条の二第二項に規定する学位論文に係る評価に当
たつての基準についての情報を公表するものとする。（※大学院における３つのポリシー策定義務化に伴う追加（令和元年））
４ 大学は、前各項に規定する事項のほか、教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報を積極的に公表するよう努めるものとする。
５ 前各項の規定による情報の公表は、適切な体制を整えた上で、刊行物への掲載、インターネットの利用その他広く周知を図ることができる方法によつて行うも
のとする。

●各大学が公表すべき教育情報を具体的に規定 （平成23年（平成28年、平成29年、令和元年に一部改正））

●情報公表への取組状況を認証評価における評価の対象に位置付け（平成23年）
【学校教育法第１１０条第２項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定める省令】
第一条 学校教育法 （略）第百十条第三項に規定する細目のうち、同条第二項第一号に関するものは、次に掲げるものとする。

一 大学評価基準が、法及び学校教育法施行規則 （略）並びに大学（（略））に係るものにあっては大学設置基準 （略）に、それぞれ適合していること。
二～四 （略）

２ 前項に定めるもののほか、法第百九条第二項の認証評価に係る認証評価機関になろうとする者の認証の基準に係る法第百十条第三項に規定する細
目のうち、同条第二項第一号に関するものは、次に掲げるものとする。
一 大学評価基準が、次に掲げる事項について認証評価を行うものとして定められていること。

イ～ヘ （略）
ト 教育研究活動等の状況に係る情報の公表に関すること。
チ～ヌ （略）

大学の教育研究活動等に関する情報公表制度等

8



学校教育法施行規則等の一部を改正する省令の施行について（平成23年改正に係る施行通知（平成22年発出））

第一 学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）の改正の概要と留意点

（１）大学（短期大学，大学院を含む。）は，次の教育研究活動等の状況についての情報を公表するものとすること。（第１７２
条の２第１項関係）

① 大学の教育研究上の目的に関すること。（第１号関係）
これは，大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）第２条（本省令による改正前の第２条の２）等に規定されているもので

あること。その際，大学であれば学部，学科又は課程等ごとに，大学院であれば研究科又は専攻ごとに，短期大学であれば学科又
は専攻課程ごとに，それぞれ定めた目的を公表することや，平成１９年７月３１日付け文部科学省高等教育局長通知「大学設置基
準等の一部を改正する省令等の施行について」で示した事項に留意すること。

② 教育研究上の基本組織に関すること。（第２号関係）
その際，大学であれば学部，学科又は課程等の，大学院であれば研究科又は専攻等の，短期大学であれば学科又は専攻課程等

の名称を明らかにすることに留意すること。

③ 教員組織，教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること。（第３号関係）
その際，教員組織に関する情報については，組織内の役割分担や年齢構成等を明らかにし，効果的な教育を行うため組織的な

連携を図っていることを積極的に明らかにすることに留意すること。
教員の数については，学校基本調査における大学の回答に準じて公表することが考えられること。また，法令上必要な専任教

員数を確保していることや，男女別，職別の人数等の詳細をできるだけ明らかにすることに留意すること。
各教員の業績については，研究業績等にとどまらず，各教員の多様な業績を積極的に明らかにすることにより，教育上の能力

に関する事項や職務上の実績に関する事項など，当該教員の専門性と提供できる教育内容に関することを確認できるという点に留
意すること。

④ 入学者に関する受入方針及び入学者の数，収容定員及び在学する学生の数，卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職
者数その他進学及び就職等の状況に関すること。（第４号関係）

その際，これらの情報は，学校基本調査における大学の回答に準じて公表することが考えられること。
就職状況については，働き方が多様となっている状況を踏まえた公表を，各大学の判断で行うことも考えられること。編入学

を実施している場合には，大学設置基準第１８条第１項の規定を踏まえつつ，編入学定員や実際の編入学者数を明らかにすること
に留意すること。

⑤ 授業科目，授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること。（第５号関係）
これらは，大学設置基準第２５条の２第１項等において，学生に明示することとされているものであること。その際，教育課

程の体系性を明らかにする観点に留意すること。年間の授業計画については，シラバスや年間授業計画の概要を活用することが考
えられること。 9



⑥ 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること。（第６号関係）
これらは，大学設置基準第２５条の２第２項等において，学生に明示することとされているものであること。その際，必修科

目，選択科目及び自由科目の別の必要単位修得数を明らかにし，取得可能な学位に関する情報を明らかにすることに留意すること。

⑦ 校地，校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること。（第７号関係）
その際，学生生活の中心であるキャンパスの概要のほか，運動施設の概要，課外活動の状況及びそのために用いる施設，休息

を行う環境その他の学習環境，主な交通手段等の状況をできるだけ明らかにすることに留意すること。

⑧ 授業料，入学料その他の大学が徴収する費用に関すること。（第８号関係）
その際，寄宿舎や学生寮等の宿舎に関する費用，教材購入費，施設利用料等の費用に関することをできるだけ明らかにするこ

とに留意すること。

⑨ 大学が行う学生の修学，進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること。（第９号関係）
その際，留学生支援や障害者支援など大学が取り組む様々な学生支援の状況をできるだけ明らかにすることに留意すること。

（２）大学は，教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報を積極的に公表するよう努めるものとすること。
その際，大学の教育力の向上の観点から，学生がどのようなカリキュラムに基づき，何を学ぶことができるのかという観点が明
確になるよう留意すること。（第１７２条の２第２項関係）

（３）（１）による教育情報の公表は，そのための適切な体制を整えた上で，刊行物への掲載，インターネットの利用その他広く
周知を図ることができる方法によって行うものとすること。（第１７２条の２第３項関係）

（４）大学の教育情報の公表に関する（１）～（３）について，高等専門学校に準用すること。（第１７９条関係）
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